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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期
第２四半期
連結累計期間

第24期
第２四半期
連結累計期間

第23期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 3,081,577 3,391,158 6,486,080

経常利益又は経常損失（△） （千円） △13,542 △208,149 33,489

親会社株主に帰属する四半期(当期)純

利益又は親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）

（千円） △13,356 718,711 321,397

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △86,730 757,435 329,735

純資産額 （千円） 2,980,558 4,080,740 3,397,044

総資産額 （千円） 15,376,259 25,131,914 23,320,252

１株当たり四半期(当期)純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △5.64 303.52 135.73

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 19.6 16.9 15.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 292,289 △125,854 357,111

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △2,377,632 2,014,538 △8,011,688

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 2,592,150 △426,150 8,798,070

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 1,821,588 3,921,067 2,546,889

 

回次
第23期
第２四半期
連結会計期間

第24期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.15 290.57

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また第23期第

２四半期連結累計期間が１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

５　第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及適用後の数値で前期末および前年同四半期

を記載しております。詳細は「第４　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」

に記載のとおりであります。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

（合同会社ＬＣＲＦ２）

　第１四半期連結会計期間において、資金借入に対する連帯保証が終了したため、連結の範囲から除外しておりま

す。

（合同会社ＬＣＲＦ６）

　第１四半期連結会計期間において、資金借入に対する連帯保証を行ったため、連結の範囲に含めております。

（合同会社ＬＣＲＦ７）

　当第２四半期連結会計期間において、資金借入に対する連帯保証を行ったため、連結の範囲に含めております。

（合同会社ＬＣＲＦ９）

　当第２四半期連結会計期間において、資金借入に対する連帯保証を行ったため、連結の範囲に含めております。

（SJ　Almaden　Ⅱ，Inc.）

　当第２四半期連結会計期間において、清算しております。

　この結果、平成27年９月30日現在では、当社グループは、当社、子会社９社及び関連会社１社により構成されるこ

ととなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　なお、当社の連結子会社において固定資産の譲渡をしております。詳細は「第４　経理の状況　１．四半期連結財

務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰属する

四半期純損失」としております。

　また、第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及適用後の数値で前期末および前年同四半

期比較を行っております。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境の改善や企業業績の回復は見られたものの、民間設

備投資の伸び悩み、新興国等の経済減速等のリスクが顕著化し、依然として先行き不透明な状況が続いています。

　当社グループの連結業績は、安定した空床率の改善傾向にありますが、支払利息や資金調達費用の増加等によ

り、売上高3,391,158千円(前年同四半期比10.0％増収)、営業利益151,119千円（前年同四半期比74.9％増益)、経

常損失は208,149千円（前年同四半期も経常損失13,542千円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は718,711千円

（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失13,356千円)となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は前連結会計年度末に比べて61.8％増加し、7,127,086千円となりました。これは現金及び預金

1,352,868千円、営業貸付金511,860千円、その他742,637千円の増加があったこと等によります。

　固定資産は前連結会計年度末に比べて4.8％減少し、18,004,827千円となりました。これは土地1,565,741千円の

減少があったこと等によります。

　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて7.8％増加し、25,131,914千円となりました。

（負債）

　流動負債は前連結会計年度末に比べて39.6％増加し、2,860,056千円となりました。これは短期借入金949,058千

円の増加があったこと等によります。

　固定負債は前連結会計年度末に比べて1.8％増加し、18,191,116千円となりました。これは長期借入金2,119,432

千円の減少があった一方、その他1,995,424千円の増加があったこと等によります。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて5.7％増加し、21,051,173千円となりました。

（純資産）

　純資産合計は前連結会計年度末に比べて20.1％増加し、4,080,740千円となりました。これは利益剰余金645,032

千円が増加したこと等によります。

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による減少

125,854千円、財務活動による減少426,150千円がありましたが、投資活動による増加2,014,538千円があり、当第

２四半期連結累計期間末残高は3,921,067千円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれぞれの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、減少した資金は125,854千円であり、前年同四半期と比べ418,144千円の減少となりました。

これは主に営業貸付金の増加511,860千円、前渡金の増減額372,088千円による増加があったこと等によるもので

あります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、増加した資金は2,014,538千円であり、前年同四半期と比べ4,392,170千円の増加となりまし

た。これは主に有形固定資産の売却による収入4,331,006千円による増加があったこと等によるものでありま

す。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は426,150千円であり、前年同四半期と比べ3,018,300千円の減少となりまし

た。これは主に長期借入れによる収入1,522,900千円による増加があった一方で、長期借入金の返済による支出

3,885,901千円による減少があったこと等によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は

ありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,690,000

計 5,690,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 2,368,000 2,368,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（グロース）

単元株式数100株

計 2,368,000 2,368,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 2,368,000 － 844,188 － 807,127
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

本荘　良一 東京都東大和市 776,800 32.80

本荘倉庫株式会社 東京都東大和市立野２－２－16 156,000 6.58

根本　昌明 東京都日野市 88,600 3.74

青山　英男 東京都世田谷区 86,200 3.64

有限会社ミロス 東京都新宿区西新宿３－３－23 71,600 3.02

黒田　透 島根県松江市 70,600 2.98

本荘　祐二 東京都東大和市 69,400 2.93

高須　隆司 愛知県高浜市 67,700 2.85

西本　洋 大阪府大阪市 51,200 2.16

宮本　真理 神奈川県川崎市 49,300 2.08

計 － 1,487,400 62.81

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　　100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　2,367,600 　　　　　　　　　23,676 －

単元未満株式 普通株式　　　　　300 － －

発行済株式総数 　　　　　　　2,368,000 － －

総株主の議決権 － 　　　　　　　　　23,676 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ロジコム
東京都東大和市立

野二丁目１番地３
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、赤坂有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,644,791 3,997,659

受取手形及び売掛金 118,224 231,513

営業貸付金 － 511,860

商品及び製品 2,486 2,835

原材料及び貯蔵品 505 502

繰延税金資産 27,776 29,451

1年内回収予定の長期貸付金 3,576 4,810

その他 1,611,464 2,354,101

貸倒引当金 △4,012 △5,647

流動資産合計 4,404,812 7,127,086

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,812,426 6,691,905

機械装置及び運搬具（純額） 113,791 133,781

土地 8,781,388 7,215,646

リース資産（純額） 33,037 391,011

建設仮勘定 6,849 －

その他（純額） 17,261 15,020

有形固定資産合計 15,764,754 14,447,365

無形固定資産   

借地権 526,223 785,188

その他 11,422 26,918

無形固定資産合計 537,646 812,106

投資その他の資産   

投資有価証券 － 10

長期貸付金 30,676 17,112

繰延税金資産 66,029 73,038

敷金及び保証金 1,855,227 2,043,656

投資不動産 6,027 6,122

その他 679,348 630,549

貸倒引当金 △24,271 △25,134

投資その他の資産合計 2,613,038 2,745,355

固定資産合計 18,915,439 18,004,827

資産合計 23,320,252 25,131,914
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,396 24,169

短期借入金 479,642 1,428,700

1年内返済予定の長期借入金 739,861 587,433

未払法人税等 14,067 53,103

賞与引当金 28,310 32,510

役員賞与引当金 36,120 －

リース債務 11,523 43,579

その他 734,741 690,560

流動負債合計 2,048,662 2,860,056

固定負債   

長期借入金 12,707,261 10,587,828

リース債務 23,043 267,942

資産除去債務 400,969 466,229

長期預り敷金保証金 3,126,826 3,257,245

その他 1,616,445 3,611,869

固定負債合計 17,874,545 18,191,116

負債合計 19,923,207 21,051,173

純資産の部   

株主資本   

資本金 844,188 844,188

資本剰余金 807,127 807,127

利益剰余金 1,866,852 2,511,884

自己株式 △47 △47

株主資本合計 3,518,120 4,163,153

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 48,075 80,340

その他の包括利益累計額合計 48,075 80,340

非支配株主持分 △169,151 △162,753

純資産合計 3,397,044 4,080,740

負債純資産合計 23,320,252 25,131,914
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 3,081,577 3,391,158

売上原価 2,411,242 2,639,466

売上総利益 670,335 751,692

販売費及び一般管理費 ※１ 583,947 ※１ 600,572

営業利益 86,387 151,119

営業外収益   

受取利息 7,910 3,825

受取配当金 7,592 20

違約金収入 5,692 －

貸倒引当金戻入額 234 －

匿名組合投資利益 － 18,899

その他 3,728 34,617

営業外収益合計 25,157 57,362

営業外費用   

支払利息 102,075 277,483

資金調達費用 9,385 130,496

持分法による投資損失 1,711 2,076

その他 11,914 6,574

営業外費用合計 125,088 416,631

経常損失（△） △13,542 △208,149

特別利益   

固定資産売却益 － 1,022,476

為替換算調整勘定取崩額 － 49,617

受取保険金 5,000 －

その他 4,061 2,792

特別利益合計 9,061 1,074,886

特別損失   

固定資産除却損 4,619 1,020

事務所移転費用 6,661 －

和解金 － 17,242

その他 2,869 8,045

特別損失合計 14,149 26,308

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益又は

純損失（△）
△18,631 840,429

匿名組合損益分配額 8,124 72,379

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△26,755 768,050

法人税等 14,332 42,880

四半期純利益又は四半期純損失（△） △41,088 725,170

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△27,731 6,458

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△13,356 718,711
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △41,088 725,170

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8,714 －

為替換算調整勘定 △36,059 31,873

持分法適用会社に対する持分相当額 △868 391

その他の包括利益合計 △45,642 32,265

四半期包括利益 △86,730 757,435

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △58,998 750,976

非支配株主に係る四半期包括利益 △27,731 6,458
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△26,755 768,050

減価償却費 235,776 335,059

のれん償却額 4,441 －

引当金の増減額（△は減少） △5,392 △29,422

受取利息及び受取配当金 △15,502 △3,845

匿名組合投資損益（△は益） 13,124 17,766

資金調達費用 9,385 130,647

支払利息 102,075 277,483

その他の営業外損益（△は益） － △121

固定資産売却損益（△は益） － △1,021,484

為替換算調整勘定取崩額 － △49,617

受取保険金 △5,000 －

売上債権の増減額（△は増加） △6,881 △104,173

営業貸付金の増減額（△は増加） － △511,860

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,617 △346

前渡金の増減額（△は増加） △100,000 △372,088

仕入債務の増減額（△は減少） 1,524 16,200

前払費用の増減額（△は増加） － △3,431

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 714,280 △1,798

その他の資産の増減額（△は増加） － △310,542

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △146,514 △53,130

その他の負債の増減額（△は減少） △231,100 924,308

その他 △220,596 139,977

小計 321,246 147,630

利息及び配当金の受取額 10,274 2,591

利息の支払額 △95,188 △266,178

保険金の受取額 85,800 －

和解金の受取額 600 600

法人税等の支払額 △30,442 △10,497

営業活動によるキャッシュ・フロー 292,289 △125,854

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,246,852 △1,910,748

有形固定資産の売却による収入 27,991 4,331,006

投資有価証券の取得による支出 △149,595 △10,010

投資有価証券の払戻による収入 － 9,500

無形固定資産の取得による支出 － △284,499

子会社株式の取得による支出 △35,000 －

貸付けによる支出 － △255,000

貸付金の回収による収入 30,456 155,234

その他 △4,631 △20,944

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,377,632 2,014,538

 

EDINET提出書類

株式会社ロジコム(E04034)

四半期報告書

13/20



 

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

制限付預金の払戻による収入 － 21,614

制限付預金の預入による支出 △8,219 －

短期借入金の純増減額（△は減少） 131,758 949,058

長期借入れによる収入 2,933,351 1,522,900

長期借入金の返済による支出 △439,123 △3,885,901

株式の発行による収入 10 －

配当金の支払額 △23,678 △23,678

非支配株主からの払込みによる収入 － 10

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △7,947 △88,322

匿名組合出資者からの払込みによる収入 6,000 1,103,620

匿名組合出資金の分配による支出 － △25,449

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,592,150 △426,150

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,574 15,969

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 495,233 1,478,502

現金及び現金同等物の期首残高 1,326,355 2,546,889

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △104,325

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,821,588 ※１ 3,921,067
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　（連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間より、合同会社ＬＣＲＦ２の資金借入に対する連帯保証が終了したため連結の範囲

から除外し、また、合同会社ＬＣＲＦ６の資金借入に対する連帯保証を行ったため、連結の範囲に含めており

ます。

　当第２四半期連結会計期間より、合同会社ＬＣＲＦ７及び合同会社ＬＣＲＦ９の資金借入に対する連帯保証

を行ったため、連結の範囲に含めております。また、SJ　Almaden　Ⅱ，Inc.は清算したため、連結の範囲か

ら除外しております。

 

 

（会計方針の変更）

 

①企業結合に関する会計基準等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

②資金調達費用に関する会計処理

当社は従来、融資手数料を支払時の一括費用として処理しておりましたが、第１四半期連結会計期間から借入

期間で均等償却する方法に変更しております。

当社及びグループにおける事業方針により投資案件の規模(金額)が巨大化しており、期間計算上、投資収益と

費用を対応させることが利害関係者に対してより有用な情報開示に資すると判断したことから当該変更を行ったも

のであります。

 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務

諸表及び連結財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度における連結貸借対照表は、繰延税金資産(流動資産)

が2,085千円減少、その他(流動資産)が47,055千円増加、繰延税金資産(投資その他の資産)が13,910千円減少、そ

の他(投資その他の資産)が191,647千円増加、非支配株主持分が189,390千円増加しております。

前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、販売費及び一般管理費が25千円、営業外費用が59,799

千円減少し、経常損失及び税金等調整前四半期純損失が59,824千円減少しております。また、非支配株主に帰属す

る四半期純損失が62,974千円減少し、親会社株主に帰属する四半期純損失が3,150千円増加しております。

当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことによ

り、利益剰余金の前期首残高は35,792千円増加しております。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　税金費用の計算

　当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の内訳

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

貸倒引当金繰入額 1,351千円 4,173千円

役員報酬 127,981 100,440

役員賞与 － 6,500

給料 136,211 140,860

賞与 15,634 9,000

賞与引当金繰入額 17,752 7,918

退職給付費用 9,905 6,504

福利厚生費 30,824 39,097

賃借料 24,396 29,716

減価償却費 9,514 11,578

支払報酬 25,634 33,755

支払手数料 70,833 92,574

のれん償却額 4,441 －

その他 109,464 118,452

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 1,909,930千円 3,997,659千円

預入期間が３か月超の定期預金及び定期積金 △51,825 △52,435

引出制限付預金 △36,516 △24,156

現金及び現金同等物 1,821,588 3,921,067
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額　

（千円）

１株当たり配当

額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 23,678 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額　

（千円）

１株当たり配当

額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 23,678 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、不動産賃貸関連事業の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）
△5円64銭 303円52銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△13,356 718,711

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額(△）（千円）

△13,356 718,711

普通株式の期中平均株式数（株） 2,367,890 2,367,890

　(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また前第２四半期連結累

計期間が、１株当たり四半期純損失金額のため記載しておりません。

　　　 なお第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及適用後の数値で前年同四半期を記載して

おります。

 

（重要な後発事象）

（固定資産の譲渡）

当社の連結子会社である合同会社ＬＣＲＦ３（以下「本SPC」）は、次のとおり固定資産の譲渡をしており

ます。

(1)譲渡の理由

本譲渡資産取得資金用の借入金について、当初から予定しておりましたノンリコースローンへの切り替えの

ための諸条件が整ったため、その一環として本件譲渡を行うことといたしました。

(2)取得資産の内容

①譲渡契約日 平成27年８月28日

②引渡日 平成27年８月28日

③内容  

譲渡資産の種類 不動産信託受益権

信託受託者 ファースト信託銀行株式会社

名称及び所在地 神奈川県横浜市所在の土地建物

④取得価額 帳簿価額、売却価格はそれぞれ、当社の直近事業年度における連結貸借

対照表の純資産の30％を超えます。

(3)その他

本件譲渡に伴い、本SPCは本譲渡資産取得資金用の借入金を全て返済することとなり、当該借入金に対して当

社が行っていた連帯保証が終了いたします。これにより、本SPCは当社の連結子会社から外れることになりま

す。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

 

平成27年11月13日

株式会社ロジコム

取締役会　御中

 

赤坂有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒　　崎　　知　　岳　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　本　　顕　　三　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ロジコムの平成27年4月1日から平成28年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間
（平成27年7月1日から平成27年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27
年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ロジコム及び連結子会社
の平成27年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。
 

強調事項
　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は融資手数料について支払時に一括して費用計上して
いたが第1四半期連結会計期間より借入期間で均等償却する方法に変更した。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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